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金融経済教育推進機構が保有する法人文書の開示請求に対する 

開示決定等に係る審査基準規程 

 

令和六年六月二十八日 

規 程 第 三 十 三 号 

 

 

（目的） 

第一条 この規程は、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平

成十三年法律第百四十号。以下「法」という。）の規定により金融経済教育

推進機構（以下「機構」という。）が法第九条各項の決定（以下「開示決定

等」という。）をするために必要とされる基準を定めることを目的とする。 

 

（開示決定の原則） 

第二条 開示請求（法第四条第一項に規定する開示請求をいう。以下同じ。）

があったときは、当該開示請求に係る法人文書（法第二条第二項に規定する

法人文書をいう。以下同じ。）にeいf、g条第一項各号hi第六条第一項

の決定をするjkliに法第十二条に基mnoの独立行政法人等に対するp

qのrshi法第十三条に基mn行政機関のtuのpqのrsをするjk以

vのjkは、法第九条第一項に基mn当該法人文書のwxを開示するyの決

定をするzのとする。 

 

（{開示情報が|}されfいるjkの決定） 

第三条 開示請求に係る法人文書に法第~条に規定する{開示情報（以下「{

開示情報」という。）が|}されfいるときは、gの各号に��るjkの�

�に�じ、�れ�れ当該gの各号に定める決定をするzのとする。 

一 {開示情報が|}されfいるx�を��に���f�nことが�きるj

k 法第九条第一項に基mn一x（当該{開示情報が|}されfいるx�

を�いたx�をいう。）にeいf開示をするyの決定（以下「x�開示決

定」という。） 

二 �号に��るjk以vのjk 法第九条第二項に基mn開示を��いy

の決定（以下「{開示決定」という。） 

� 開示請求に係る法人文書に{開示情報が|}されfいる���を��する

に当たっfは、��第一「法第~条に関する��基準」に基mいf��する

zのとする。 

� 第一項第一号のx�開示決定を行う���を��するに当たっfは、��

第二「法第六条に関する��基準」に基mいf��するzのとする。 
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（公��の��による��的開示） 

第四条 開示請求に係る文書に{開示情報が|}されfいるjk�あっfz、

公���に必要があると�め�れるときは、法第�条の規定により当該法人

文書を開示することが�きるzのとする。このjkに�いf、当該法人文書

を開示する���を��するに当たっfは、��第三「法第�条に関する�

�基準」に基mいf��するzのとする。 

 

（法人文書の �に関する情報） 

第~条 開示請求に係る法人文書が ¡�fいる���を¢£る¤¥�、{開

示情報を開示することと�るときは、当該法人文書の �を¦��に��い

�、当該開示請求を§�することが�きるzのとする。 

 

（�のoの{開示決定） 

第六条 gの各号に��るjkは、開示請求に係る法人文書にeいf{開示決

定をするzのとする。た¤�、開示請求��開示決定等¨�の©に、法第四

条第二項に基mn開示請求ªに対する«¬の求め�のoの開示請求ªの­®

を¯°�た±²�³´をµ¶るよう·めるzのとする。 

一 開示請求に係る法人文書を機構が保有�fい�いjk 

二 開示請求の対¸が法人文書に該当��いjk 

三 ¹ºされた開示請求書（法第四条第一項に規定する開示請求書をいう。）

に»¼�の{½があるjk 

四 開示請求の対¸がoの法令の規定により法の±¾を¿¥�いzの�ある

jk 

~ 金融経済教育推進機構法人文書の開示請求等ÀÁÂに関する規程（令和

六年規程第三十二号）�定め�れた開示請求に係るÀÁÂがÃÄされfい

�いjk 

六 開示請求がÅ­のÆ¾�あると�め�れるjk 

 

 

附 則 

Ç この規程は、令和六年�月一日��È行�、同日��±¾する。 

 


